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１．実施計画の変更目的及び申請範囲

 目的

多核種除去設備（以下，ALPS）にて汚染水を処理する際に発生する廃棄物収納用の高

性能容器（以下，HIC）は，使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第二／第三施設）に一

時保管している。今後，ALPS二次処理が開始されると，HICの発生量が増加し，保管

施設の容量が逼迫するおそれがある。

本申請は，使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）のうち，使用見込みのない

KURION等格納用ボックスカルバート64基分を撤去し，代わりにHIC格納用ボックスカル

バート192基分を増設することでHIC保管容量を確保し，ALPSの安定運転に資する事を目

的としている。

 実施計画の申請範囲

実施計画Ⅱ 2.5 基本仕様，添付資料－２，３，１４

実施計画Ⅱ 2.5 別冊５

実施計画Ⅱ 2.16.1 添付資料－４

実施計画Ⅱ 2.16.2 添付資料ー７

実施計画Ⅲ 第3編 2.2 線量評価，添付資料－１
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２．実施計画の主な変更内容の概要（1/2）

第Ⅱ章 特定原子力施設の設計，設備 2.5 汚染水処理設備等

実施計画Ⅱ記載箇所 変更内容

2.5 汚染水処理設備等
2.5.2 基本仕様

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＨＩＣ格納用
ボックスカルバート保管体数の変更および記載の削除

2.5 汚染水処理設備等
添付資料-2

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＨＩＣ格納用
ボックスカルバート保管体数の変更に伴う図面更新

2.5 汚染水処理設備等
添付資料-3

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＫＵＲＩＯＮ
等格納用ボックスカルバート撤去に伴う記載の削除他

2.5 汚染水処理設備等
添付資料-14

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＨＩＣ格納用
ボックスカルバート保管体数の変更他

2.16.1 多核種除去設備

実施計画Ⅱ記載箇所 変更内容

2.16.1 多核種除去設備
添付資料-4

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＨＩＣ格納用
ボックスカルバート保管体数の変更

別冊５
実施計画Ⅱ記載箇所 変更内容

2.2.2使用済セシウム吸着塔一時保管施設
f.すべり量評価

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＫＵＲＩ
ＯＮ等格納用ボックスカルバート撤去に伴う記載の削除他
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２．実施計画の主な変更内容の概要（2/2）

実施計画Ⅲ記載箇所 変更内容

第３編

2.2 線量評価
2.2.2.2 各施設における線量評価

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＨＩ
Ｃ格納用ボックスカルバート保管体数の変更他

2.2 線量評価
添付資料-1

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＨＩ
Ｃ格納用ボックスカルバート保管体数の変更他

第Ⅲ章 特定原子力施設の保安

2.16.2 増設多核種除去設備

実施計画Ⅱ記載箇所 変更内容

2.16.2 増設多核種除去設備
添付資料-7

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）ＨＩＣ格納用
ボックスカルバート保管体数の変更他



３－１．使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）構内配置図
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変
更
位
置

提供元：日本スペースイメージング（株）
「Product(C)[2020] DigitalGlobe, Inc., a Maxar company.」

無断転機・複製禁止 東京電力ホールディングス株式会社

変更
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 ＫＵＲＩＯＮ等※６４基分用として確保されていた未使用のボックスカルバート
をＨＩＣ１９２基分用ボックスカルバートに変更を行う。
変更後のＨＩＣ保管容量は3,648基となる。(既保管容量3,456基＋増設容量192基)

３－２．使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）作業概要

※ＫＵＲＩＯＮ等とは，セシウム吸着装置，モバイル式処理装置，モバイル型ストロンチウム除去装置，サブドレン他浄化装置，
第二モバイル型ストロンチウム除去装置，放水路浄化装置，浄化ユニット，高性能多核種除去設備検証試験装置にて発生する
吸着塔・フィルタを指し，同じ構造のﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄに収納可能なものを総称するもの。

変更



３－３．第三施設ＫＵＲＩＯＮボックスカルバート撤去時の影響について
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 現在はＫＵＲＩＯＮを稼働していないためＫＵＲＩＯＮの使用済吸着塔の発生が殆どなく，
サブドレンの使用済吸着塔のみボックスカルバートに保管している状況である。

 サブドレンの使用済吸着塔は年間約５基発生しているが，第一・第四施設のＫＵＲＩＯＮ等
用ボックスカルバートの空き容量は２５４基分が確保されているため，第三施設のＫＵＲＩ
ＯＮ等用ボックスカルバート６４基分を撤去しても，保管容量が逼迫することはない。

 ＫＵＲＩＯＮは，ＳＡＲＲＹ／ＳＡＲＲＹⅡのバックアップ設備であり，現状においては運
転する計画はない。ＳＡＲＲＹ／ＳＡＲＲＹⅡがトラブル等で停止し，水処理が滞る場合に
は運転する可能性があるが，これにより保管容量が逼迫することはない。



３－４．第二・第三施設の保管容量について
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 第二施設保管容量
 保管容量：７３６基
 保管数量：６２０基
 空き容量：１１６基

 第三施設保管容量
 保管容量：３，４５６基
 保管数量：３，０４４基
 空き容量： ４１２基
 増設数量： １９２基※

※新たな敷地造成を行うことなく増設できる最大数量。
 第二・第三施設全体保管容量

 保管容量：４，１９２基
 保管数量：３，６６４基
 空き容量： ５２８基

・現状の毎月の発生量は約22基(2020.8～2020.11の実績)
・現在増設ALPSの点検期間(=既設ALPSの運転が多く，HIC発生量が増える期間)にあたり，
点検完了以降(2021.3以降を予定)は約10基/月程度に収まる想定。

・公表資料で「(2020.4時点から)保管容量は6～7年」と説明していることに変更はない。
→2020.12時点でも2027.1まで(約6年)と想定のため

・設備の運転状況によりHIC発生量が増加する可能性や，増設を計画してから運用開始まで
には時間を要することを考慮し、保管容量逼迫リスクの低減のため，2022.9末までに増設
を完了させる計画。（耐震評価方法の検討により調整中）

追加変更



【参考】HIC発生量予測
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追加

 現在のHIC発生量は約22基/月。

 今後，HIC発生量は，日々の汚染水処理により約10基/月に低減する想定。左記発生量に加えて，スラリー
の移替え作業に伴う増加分を算出した場合，実施計画変更認可申請中の第三施設の保管容量(192基)の増設
を加味して，保管容量は今後約4年分となると推定。

 なお，処理途上水の二次処理を開始すると，保管容量の逼迫予測時期は前倒しされる。
また，今後の状況変化に伴い，予測時期について変更となる可能性がある。

第92回特定原子力施設監視・評価検討会
資料引用・一部更新
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４．第三施設におけるボックスカルバートの遮へい機能の見直しについて（1/2）
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（保管運用における管理値（閾値）の見直し）
 これまで発生したＨＩＣは，全数の線量を測定しており，炭酸塩沈殿スラリーの表面線量率の最大値は

13.72mSv/hである。（図１）

 現行の低線量HIC格納エリア（次ページ図の緑色の領域）の表面線量評価については，炭酸塩沈殿スラリー
を想定した28mSv/h※を用いており，過度に保守的であることから，実績値に裕度を見込んだ21mSv/hに
見直す。これに従い，同エリアに格納するHICの表面線量上限値（現行20mSv/h）についても15mSv/hに
見直す。（現行評価の３／４倍）

 線量計の計器誤差を考慮しても15mSv/hを超えない事を確認しているため、保管運用における管理値を変
更しても問題ない。

0

5

10

15

20

25

30

H
I
C側

面
表
面
線
量
率

(
mS
v
/h
)

HIC発生時期

吸着材
スラリー（炭酸塩沈殿処理）
スラリー（鉄共沈処理）

13.72

図１ 一時保管施設に保管したHICの発生時期と表面線量率の分布

表面線量評価
（見直し前）
28mSv/h

表面線量評価
（見直し後）
21mSv/h

低線量HIC閾値
(見直し前)

20mSv/h

低線量HIC閾値
(見直し後)

15mSv/h

変更

※：実施計画p.2-2-16-1-添4-16表２参照(既認可)



４．第三施設におけるボックスカルバートの遮へい機能の見直しについて（2/2）
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 今回の見直し後，15mSv/hを超えるHICが発生した場合においても，ボックスカルバー
ト中央エリア下段・中段に保管することで対応が可能である。

 今後，高線量HIC等の発生を考慮して，下記赤及び黄色のHIC格納エリア管理値（閾値）
は見直しを実施しない。

遮へい土砂

通路

：0～450mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは470mSv/h）

：0～100mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは120mSv/h）

：0～ 15mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは21mSv/h） （HICには自重以外の外力を掛けない）

変更

今回見直し後の閾値



下段 下段 下段

① PO641180-146 ② PO646393-36 ③ PO637802-8

５．表面線量15ｍSv/h超のHIC格納場所について
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（15mSv/h超のHIC格納場所）

 第三施設に保管しているHICのうち3基について，表面線量最大値が15mSv/hを超えていることが確認されているが，
これらのHICは高線量HIC格納エリア(下図の赤，黄色のエリア)に保管されているため，
低線量HIC格納エリア(下図の緑色のエリア)の閾値を20mSv/hから15mSv/hへ変更することは問題ないと考える。

① PO641180-146,  収納座標47L (下段),  表面線量最大値 22.560mSv/h

② PO646393-36,    収納座標59C (下段),  表面線量最大値 16.680mSv/h

③ PO637802-8,      収納座標54N (下段),  表面線量最大値 17.350mSv/h

：0～450mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは470mSv/h）

：0～100mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは120mSv/h）

：0～ 15mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは21mSv/h）

表面線量が15ｍSv/hを
超えるHICの格納場所

変更

今回見直し後の閾値
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６．第三施設における最寄りの評価地点への線量影響について

 使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）について，敷地境界線量評価を見直す。
（以下では本施設が最大の影響を与える最寄りの評価点BP7の値を示す）
 敷地境界への線量影響については，HIC192基の保管による増分よりも，KURION等64基分が削減
される効果の方が大きいことから，敷地境界線量への追加的な影響は無い。
更にHICの線量実績を反映し，線量評価用の炭酸塩沈殿スラリーの放射能量を3/4倍に見直す。

以上により，変更前：2.34✕10-2mSv/年が、変更後：1.53✕10-2mSv/年に減少する。

(単位:mSv/年) 現状(既認可)
※１

変更後
※２

変更後
※3

HIC放射能量
見直し後※4

HIC格納部 1.76×10-2 2.07×10-2 2.01×10-2 1.53×10-2

KURION格納部 0.58×10-2 0 0 0

第三施設合計 2.34×10-2 2.07×10-2 2.01×10-2 1.53×10-2

第一施設

第二施設

第三施設

J1

G7G6

BP7

変
更
位
置

※１ 現在のＨＩＣ3,456基格納及びＫＵＲＩＯＮ64基格納時の第三施設
全体のBP7における敷地境界線量の値。

※２ 本申請の格納数変更のみを反映した値。(標高記載誤り反映前)

※３ 第三施設の標高記載誤り（2020年8月12日面談実施）を反映し，
適切な標高（T.P.約35ｍ）に見直した値。

※４ 更に※１，２の炭酸塩沈殿スラリーの放射能量を3/4に見直した
値。

変更

無断転機・複製禁止 東京電力ホールディングス株式会社

提供元：日本スペースイメージング（株）
「Product(C)[2020] DigitalGlobe, Inc., a Maxar company.」



【既認可】７－１．地震時のＨＩＣの保管・移送について
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 地震時

 クレーンでHICを吊っている状態で荷が揺れるような地震が発生した場合は、荷の揺れ
が収まるまでクレーンを動作させないこと。荷の揺れが収まったら、HICを安全な場所
(ボックスカルバート内やトレーラ上の遮へい内)に着床させる。

 労働安全衛生法（クレーン等安全規則）により、震度4以上の場合は、使用再開に先立
ってクレーンの点検を行う。

 HICの移送ルートについては、13頁～15頁にて記載しており、各ケースでの落下評価を
行っており、HICの健全性については問題ないことを確認している。

当初，既認可での耐震評価に基づきＨＩＣ格納用ボックスカルバート１９２基を増設するこ
とで実施計画変更認可申請を行っておりますが，2.13地震によりＳｓ９００での影響評価を
行うため，前回まで説明した資料（ｽﾗｲﾄﾞ13,14,28,29,30）については，影響評価後に説明
することとし保留とする。

変更
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【既認可】７－２．ＨＩＣ移送中の落下を想定したＨＩＣの健全性確認

【ボックスカルバート内、ＨＩＣ２段目収容時】

ボックスカルバート直上から架台（１段目）上に落下

落下高さ6.8m【CASE2に包絡】

約8.0m

約9.5m

Ｎ

緩衝機

高性能容器落下ケース

高性能容器移送経路

ボックスカルバート側板上へ落下

落下高さ1.5m【CASE3に包絡】

吊上げシャフト

約2.7m

トレーラ

約0.4m

落下試験条件

CASE1

落下高さ：9.5m

落下面：緩衝材上

CASE2

落下高さ：7.1m

落下面；鋼板

CASE3

落下高さ：3.1m

落下面：角棒上

【ボックスカルバート内、ＨＩＣ１段目収容時】

収容するボックスカルバート直上から床面へ落下

落下高さ9.1m【CASE1に包絡】

吊上げ制限高さ（9.5m） 施設内のHIC移送経路で想定される落下高さは、いずれもHIC
落下試験条件（CASE１～３）に包絡される。

追加



【既認可】７－３．ＨＩＣ移送中の落下を想定したＨＩＣの健全性確認

15

追加

 HIC（タイプ２）落下試験結果

第三施設に貯蔵するHIC（タイプ２）は、以下に示すＣＡＳＥ１～３の条件で落下試験
を行っており、いずれのケースも漏えいは確認されなかった。

落下試験条件 ＣＡＳＥ１ ＣＡＳＥ２ ＣＡＳＥ３

試験体 ＨＩＣ（タイプ２）

試験重量
約4.6t

（HIC+補強体：約1.5t，内容物重量：約3.1t）

落下高さ 9.5m 7.1m 3.1m

落下姿勢 垂直自由落下

落下面
ゴムマット緩衝材

（厚さ20mm×4層）
鋼板

角棒上

（幅200mm）

内容物
塩化ナトリウム等を含む水溶液※

※使用時の内容物（スラリー）を模擬。

試験回数 ２回 （１回目：米国，２回目：日本国内）

健全性確認方法
ＨＩＣ内容物の漏えいの有無により確認※

※補強体底部に確認孔を設ける

試験日時
1回目：2013/9/19実施

２回目：2013/10/7実施

結果 漏えいなし

落下試験状況

落下後（CASE2）



【既認可】７－４．ＨＩＣ移送中の落下を想定したＨＩＣの健全性確認
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追加
 施設外へのHIC落下防止策

施設外へのHIC転落を防止するため、ボックスカルバート上端部に転落防止架台を設置
クレーンの横行リミットは転落防止架台への接触前に動作

 施設内におけるHIC落下時の損傷防止策
門型クレーンの巻上げリミットをHIC落下試験高さ（9.5m）以下に設定
ボックスカルバート底部に緩衝材を設置し、万一の落下時の衝撃を軽減する。
HIC直径より大きな隙間を設けないことでHICの横倒れを防止

吊上げシャフト
転落防止架台

転落防止架台

転落防止架台



【参考】仮保管施設と第三施設の違いによる健全性について

17

追加

：連結板(外周のみ。仮保管)
：間詰コン ：防水塗装
：水素ベント口

通路側配置分内部配置分

仮保管施設

砕石＋敷鉄板

仮保管施設 第三施設

水素ベント 不要(開放) 蓋埋込み管

地震時の耐滑り性(期待する接着力) 鉄/コン コン/コン

ボックスカルバート間結合 外周連結板 ボルト8本/面

第三施設(HIC3段)

地盤改良層

RC床版

青
線
部
：
防
水
塗
装

 今回の地震による仮保管施設でのボックスカルバートの亀裂については、地盤改良されて
いないところへ砕石と敷鉄板の上にボックスカルバートが設置されており、地盤沈下の影
響によりボックスカルバートの一部に亀裂が入ったものです。また、仮保管施設について
は現在、何も保管されていない状況です。第三施設については、地盤改良とＲＣ床版に設
置されており、ボックスカルバートの点検（外観目視）の結果、亀裂等の異常は確認され
なかった。今後は代表のボックスカルバート内点検を行う予定。



【参考】仮保管施設のボックスカルバートについて

18

追加

全体平面図

連結図 写真

設置平面図



【参考】第三施設の橋形クレーンの概要について

19

追加

第三施設（南面）

 クレーン仕様

・定格荷重：２８．９８ｔ

・吊上荷重：３０．３８ｔ

・揚程：１８．１９３ｍ

・スパン：３８ｍ

・操作方式：無線操作／操作室操作／非常時床上押釦操作

・走行距離：約１９８ｍ

・クレーン脱輪防止装置付き

 クレーンの稼働時間

・ＨＩＣ（1基）取扱に要する時間：約３０～４０分

（ボックスカルバート蓋開閉他準備含む：約１．５Ｈ）

 クレーン点検

・地震後の点検結果：異常なし
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追加【参考】ＨＩＣの表面線量の測定について

約8.0m

約9.5m

Ｎ

緩衝機

高性能容器移送経路吊上げシャフト

約2.7m

トレーラ

約0.4m

 ＨＩＣの表面線量の測定については，①上・②中・③下段にて，センサーを用い可搬型エ
リアモニタで測定し（計器誤差を考慮），一番高い値を測定値として評価している。

 ボックスカルバートへ格納後は，定期的に通路部より指定ポイントの線量測定を行って
いる。

①

②

③

①
②
③



【参考】福島第一原子力発電所 実施計画における
セシウム吸着塔一時保管施設の標高に関する記載誤りについて

【概要】

 今年３月，福島第一原子力発電所構内において，新規施設の建設計画のために敷地の標
高等の実測データを確認していたところ，セシウム吸着塔一時保管施設（第一～第三施
設）の実施計画における標高（T.P.※約33ｍ）の記載と実測値（T.P.約35ｍ）に差異が
あることを確認した。

 その後，実施計画における標高に関する記載が誤った経緯を確認したところ，標高を評
価するために使用したボーリングデータの中から本来引用すべき標高データと異なる標
高データ（T.P.32.6ｍ）を引用していたことを確認した。

 今後，セシウム吸着塔一時保管施設の実施計画補正申請に向けて対応する。

 また，他の施設についても実施計画上の標高と各図書（地盤や施設）に記載の数値や実
測値との照合を行い，記載に誤りがないか調査を実施する。

 標高の記載誤りの，施設の安全評価への影響は以下の通り。

 津波影響評価については，本件とは別の標高データに基づき評価を実施してお
り，問題がないことを確認した。

 敷地境界線量評価については，セシウム吸着塔一時保管施設（第一～第三施設）
について正しい標高値を用いて再評価した結果，既認可の評価値を下回って安全
側（-2.8％）になることを確認した。他の施設については，上記調査を実施中で
ある。

【実施計画の記載内容（抜粋）】

Ⅲ章3.2.2内の５箇所において「線源の標高：T.P.約33ｍ」

※T.P.：東京湾平均海面

21

変更



【参考】実施計画においてセシウム吸着塔一時保管施設の標高の値を誤った経緯

ALPSスラリ安定化
処理設備（計画中）

【誤記】
標高（実施計画） 約T.P.33m

セシウム吸着塔
一時保管施設
（第三施設）

【誤記】
施設断面図
GL=T.P.+32.7m（実測なし）
（O.P.+34.1m）

航空測量
T.P.+35.1m

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ
（柱状図）

孔口標高
T.P.+34.4m(O.P.+35.8m）

段丘堆積層上面標高
T.P.+32.6m（O.P.+34.0m）

誤記発覚

誤って引用

引用すべき正しい値
引用

敷地造成による盛土
（+0.1m）

22



23

【既認可】８－１．ボックスカルバートの自然災害等に対する要求事項について

 増設するＨＩＣ格納用ボックスカルバート１９２基分については，現在第三施設にて保管しているＨＩＣ
格納用ボックスカルバート（既保管容量３４５６基）と同一のものを使用する。したがって，ボックスカ
ルバートの自然災害対策等に対する要求事項は既認可から変更は無い。

自然災害対策等
(1)津波
本施設は，アウターライズ津波が到達しないと考えられるT.P.約28m 以上の場所に設置する。

(2)台風・竜巻等
ボックスカルバートおよび架台は重量物であり，台風・竜巻等の強風によって容易に動くことはない。

(3)積雪
ボックスカルバートはRC 構造であり，架台は鋼製構造物であるので，福島県建築基準法施行細則に基
づく積雪荷重に対する強度は十分高い。

(4)落雷
落雷が発生しても，ボックスカルバートおよび架台は，使用済みのセシウム吸着塔等を静的に保管する
施設であり，安全機能に影響を及ぼすことはない。

(5)火災
ボックスカルバートおよび架台は鉄筋コンクリートあるいは鋼製構造物からなり，火災が発生する可能
性は低いが，初期消火の対応ができるよう，近傍に消火器を設置する。
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【既認可】８－２．ボックスカルバートの要求事項について

 同一設計のボックスカルバートであり，Ⅱ-2-5「添付資料14表１３ 確認事項（主要構造物）」および
「表14 確認事項（漏えい検出装置及び自動警報装置）」に変更は無い。

表１３ 確認事項（主要構造物） 表14 確認事項（漏えい検出装置及び自動警報装置）



【既認可】８－３．ボックスカルバートの漏えい発生および拡大防止機能について
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 ボックスカルバートの漏えい発生・拡大防止については以下の通りであり，既認可から変更は無い。

 漏えい拡大防止として，ボックスカルバートは壁と底板を
一体としたＲＣ構造であり，HIC の全容量を受けきるHIC 補
強体に次ぐ，第三の漏えいバリアとなっている。
万一，漏えいが発生した場合に浸漬する可能性のある下部
材内面には防水塗装を施し，ボックスカルバート間の目地
についても，防水施工を実施している。

 吸気孔の設置高さは，ボックスカルバート内でHIC１ 基が全
量漏えいした場合に，漏えい物が当該ボックスカルバート内の
みで保持されたとしても，液面が吸気孔の内面下端より低くと
どまり，吸気孔が流出路とならないよう配置している。漏えい
発生時には，漏えい物は通気口を通して隣接するボックスカル
バートに流れ，液面はより低くとどまる。漏えい拡大防止のた
めの防水施工による水密化単位である４列×８行のボックスカ
ルバートは，9 基のHIC の同時漏えいに耐えうることになる
。仮に１箇所のボックスカルバートで３段積みのHIC全てが漏
えいした場合でも，漏えい物は通気口を通じて隣接するボック
スカルバート内へ流れ出ることから，吸気孔を通してボックス
カルバート外へ漏れ出ることはない。 (右図(a)(b))
また，HIC 補強体とボックスカルバート内壁が接する
可能性のある位置と吸気孔の配置位置は水平方向に離し
てある。(右図(c))中段，上段のHIC が漏えいし，かつ，
漏えい物がHIC 補強体から溢れ出してボックスカルバー
トの内壁を伝い落ちた場合においても，内壁には漏えい物
が真下に流れるように撥水性のある塗装を施すことから，
吸気孔を通じてボックスカルバート外へ漏れ出ることはない。



【既認可】８－４．ボックスカルバートの漏えい検知機能について
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 ボックスカルバートの漏えい発生時の検知機能については，既認可から変更は無い。
また，漏えい検知器は全数取付が完了していることから，今回の申請に合わせて，漏えい検知器未設置
エリアのパトロールによる漏えい有無の確認に係る記載の削除を行う。なお，今回申請分のボックスカル
バートについては，漏えい検知器の設置完了後に運用を行うため，記載の削除による影響は無い。

 格納中のHIC からの漏えい検出については，HIC1 基の全量漏えいにおいて漏えいを検出できるよ
う，漏えい検出装置を設置する。漏えいを検出した場合には，免震重要棟集中監視室等に警報を発
し，適切な対応を図る。

 蓋とボックスカルバートとの間には止水材を設置しており，雨水等が浸入しない構造としている。
そのため，万一ボックスカルバート内でHICからの漏えいが発生した場合においても，ボックスカ
ルバート外の雨水とは隔離されており，蓋が屋根の役割を果たす。

19ブロック追加

変更



【既認可】８－５．ＨＩＣ格納時における崩壊熱除去機能および水素滞留防止機能について

27

 ＨＩＣ格納時における崩壊熱除去機能および水素滞留防止機能については以下の通りであり，既認可から
変更は無い。

 ボックスカルバートは，下部に吸気孔および通気口，蓋に換気孔を設け，崩壊熱及び水素を，HIC 内容
物の発熱によるチムニー効果と水素の浮力による上昇流により，自然換気できる設計としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換気孔 



【既認可】９．ボックスカルバートの耐震・強度評価（1/3）
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 ボックスカルバートの耐震・強度評価ついては以下の通りであり，既認可から変更は無い。

 ボックスカルバートは，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」のB クラス相当の設備と位
置づけられる。耐震性に関する評価にあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」に
準拠することを基本とするが，必要に応じて現実的な評価を行う。なお参考評価として，耐震S クラ
ス相当の水平震度（0.60）においても健全性が維持されることを確認した。

 ボックスカルバートは，４列×９行を単位として相互に連結して転倒し難い構造としている。また，
ボックスカルバートの内空と格納するHIC 直径との隙間は小さいので，ボックスカルバート内のHIC 
が転倒することはない。
 

 

  

 

 

 

 

 

 

連結ボルト 

ボックスカルバート連結範囲。 

他箇所についても同様の配列ごとに連結。 

当初，既認可での耐震評
価に基づきＨＩＣ格納用
ボックスカルバート１９
２基を増設することで実
施計画変更認可申請を
行っておりますが，2.13
地震によりＳｓ９００で
の影響評価を行うため，
前回まで説明した資料
（ｽﾗｲﾄﾞ
13,14,28,29,30）につ
いては，影響評価後に説
明することとし保留とす
る。



【既認可】９．ボックスカルバートの耐震・強度評価（2/3）
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 ボックスカルバートの連結ボルトの強度評価

 ボックスカルバートは，連結ボルトで相互に連結して転倒し難い構造としている。連結ボルトのうち
，最も負荷条件の厳しいものについて引抜力を評価した結果，ボルトの許容引張力（許容値）以下と
なることを確認した。

名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

ボックスカルバート 

連結ボルト 
引抜力 0.36 11 184 kN 

 

 ボックスカルバートの転倒評価および滑動評価
 ４列×９行のボックスカルバート群及びその中に格納可能なHIC９６基※に対して，地震による転倒モ
ーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を行った。評
価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定モーメントより小さくなることから，転倒し
ないことを確認した。※遮へい土砂を充填するボックスカルバート４箇所を除いた３２箇所への格納量

 ボックスカルバートに対して，地震時の水平荷重によるすべり力と接地面の摩擦力を比較することに
より，滑動評価を実施した。評価の結果，水平震度0.36では地震時の水平荷重によるすべり力が接地
面の摩擦力より小さいことから，滑動しないことを確認した。水平震度0.60では，地震時の水平荷重
によるすべり力が設置面の摩擦力より大きくなり，滑動すると評価されることから，別途すべり量の
評価を実施した。

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

第三施設 

（HIC96 基とボックスカ

ルバート 36 基） 

転倒 
0.36 2.8×104 

7.4×104 kN･m 
0.60 4.6×104 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

 

当初，既認可での耐震評価に基づ
きＨＩＣ格納用ボックスカルバー
ト１９２基を増設することで実施
計画変更認可申請を行っておりま
すが，2.13地震によりＳｓ９００
での影響評価を行うため，前回ま
で説明した資料（ｽﾗｲﾄﾞ
13,14,28,29,30）については，影
響評価後に説明することとし保留
とする。



【既認可】９．ボックスカルバートの耐震・強度評価（3/3）
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 すべり量評価

 すべり量は，ボックスカルバート群の設置床に対する累積変位量として，地震応答加速度時刻歴をも
とに算出した。評価の結果すべり量が隣り合うボックスカルバートの距離(許容値)を下回ることを確
認した。

当初，既認可での耐震評価に基づきＨＩＣ格納用ボックス
カルバート１９２基を増設することで実施計画変更認可申
請を行っておりますが，2.13地震によりＳｓ９００での
影響評価を行うため，前回まで説明した資料（ｽﾗｲﾄﾞ
13,14,28,29,30）については，影響評価後に説明するこ
ととし保留とする。



【既認可】１０．作業者の被ばく線量の管理等について
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 作業時の被ばく低減ついては以下の通りであり，既認可から変更は無い。

図１０ ボックスカルバート概要図 

作業時の被ばく及び敷地境界線量への影響を軽減した設計とする(図１０)
(1)作業被ばく低減

HICは遠隔クレーン操作で格納する。また作業者が通りうる通路側はボックスカルバートの壁厚を
150mmから400mmに増して線量を軽減しており、HIC格納後の通路部線量は最大10μSv/h程度と評価し
ている。

(2)敷地境界線量への影響軽減
上方に厚い蓋を設け，高線量HICを下段・中段の内部に配置し，高線量HICから上方や通路側へ放出され

る放射線を上段及び通路に面する位置に配する低線量HICで遮へいする。
また，施設東西端のボックスカルバート内に遮へい土砂を充填する。※

※ボックスカルバート内へのアクセスのため，一部は空運用とする。

追加

※

※：0～15mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは21mSv/h）今回変更箇所



参考：工事スケジュール（案）
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年度

2020年度 2021年度

第3Ｑ 第4Ｑ 第1Ｑ 第2Ｑ 第3Ｑ 第4Ｑ

10
月

11
月

12
月

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

1
月

2
月

3
月

許認可
対応

ボックス
カルバート
除却及び
増設工事

付帯工事
（漏えい検知
器設置他）

実施計画申請 実施計画認可

実施計画審査

ＫＵＲＩＯＮ等用ボックスカルバート移動

ＨＩＣ用ボックスカルバート増設

使用前検査

検査終了証交付

漏えい検知器設置他作業

（見直し変更点）

 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄをすぐ除却するのではなく、一旦１Ｆ構内指定場所へ移動することにより下記工期へ変更。

・KURION等用ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ除却（約３ヶ月） → １Ｆ構内指定場所へ移動（約1.5ヶ月）

 他作業との干渉に伴う作業調整により下記工期へ変更。

・HIC用ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ増設（約８ヶ月） → HIC用ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ増設（約６ヶ月）

変更前



参考：概略工事スケジュール（案）
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年度

2020年度 2021年度 2022年度

第3Ｑ 第4Ｑ 第1Ｑ 第2Ｑ 第3Ｑ 第4Ｑ 第1Ｑ 第2Ｑ 第3Ｑ

11
月

12
月

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

許認可
対応

耐震評価

（滑動評
価）

ボックス

カルバー
ト

除却及び
増設工事

付帯工事
（漏えい
検知器設
置他）

実施計画申請 実施計画認可

実施計画審査

ＫＵＲＩＯＮ等用ボックスカルバート移動

ＨＩＣ用ボックスカルバート増設

使用前検査 検査終了証交付

漏えい検知器設置他作業

（見直し変更点）

 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄをすぐ除却するのではなく、一旦１Ｆ構内指定場所へ移動することにより下記工期へ変更。

・KURION等用ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ除却（約３ヶ月） → １Ｆ構内指定場所へ移動（約1.5ヶ月）

 他作業との干渉に伴う作業調整により下記工期へ変更。

・HIC用ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ増設（約８ヶ月） → HIC用ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ増設（約６ヶ月）

変更後

評価期間

調整中


